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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第８期

第１四半期連結累計(会計)期間
第７期

会計期間
自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日

自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日

売上高 (百万円) 15,066 80,077

経常利益
又は経常損失（△）

(百万円) △290 5,049

四半期純損失（△）
又は当期純利益

(百万円) △788 1,075

純資産額 (百万円) 27,616 27,690

総資産額 (百万円) 77,614 75,439

１株当たり純資産額 (円) 116,763.79 117,155.96

１株当たり四半期
純損失（△）
又は当期純利益

(円) △3,416.95 4,661.91

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ 4,633.31

自己資本比率 (％) 34.7 35.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △51 4,459

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,132 △2,810

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,057 △1,320

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 6,579 4,512

従業員数 (名) 2,474 2,461

(注)　１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　　しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、第８期第１四半期連結累計(会計)期間は、

　　潜在株式は存在しますが１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年３月31日現在

従業員数(名)
2,474
(593)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。　

　

(2) 提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(名)
1,266
(288)

(注) 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

スティショナリー用品 8,142

その他 924

合計 9,066

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、工場出荷価格によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

見込生産を主体としており、受注生産は僅少であるため、記載を省略しております。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

スティショナリー用品 13,893

その他 1,172

合計 15,066

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主要な販売先については、総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はないため、記載を省略しており

ます。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融環境の悪化による海外景気の低迷で、

為替・株式相場も大きく安定感を欠くなか、雇用や設備投資面にも急速な調整圧力が加わり、その波及速

度は予想を上回るものとなりました。 

　このような情勢下で、国内外の筆記具・文具業界におきましても、流通の在庫調整に留まらず、個人消費

や法人需要の減退から、企業収益を強く下押しする結果となりました。 

　当社グループにおきましては、当第１四半期連結会計期間の年頭より厳しい見通しを想定し、一部で海

外市場の需給関係を考慮のうえ、販売価格を見直すなどの緊急対策も講じてまいりました。　　 

　また平成21年２月16日付「「当社及び当社グループの『生産拠点の再編計画』」に関する一部変更の

お知らせ」で公表のとおり、経営環境の急激な変化に機動的な対応をすべく、当社は本再編計画における

平塚工場の建替計画の一部を凍結し、今後これらに要する新規の設備投資額を削減してまいります。 

　このような状況におきましても、今後の戦略商品と位置付ける滑らかな油性ボールペン「アクロボー

ル」や、ノック式の低粘度水性ボールペン「ＶボールＲＴ」の販売が善戦いたしました。新製品筆記具で

はスマートでシンプルな万年筆「プレラ」や、フリクションシリーズの超極細ゲルインキボールペン

「フリクションポイント04」を投入するなど、国内外で業績の底上げを図ってまいりました。 

　しかしながら、前第４四半期連結会計期間以降の市場における急速な需要減退や為替等の影響を大きく

受け、当第１四半期連結会計期間の連結売上高は150億66百万円(前年同期比24.9％減)となりました。商

況につきましては、国内連結売上高が67億24百万円となり、海外連結売上高が83億42百万円となりまし

た。 

　当第１四半期連結会計期間の連結業績損益面につきましては、営業損失は１億57百万円(前年同期は営

業利益17億96百万円)、経常損失は２億90百万円(前年同期は経常利益14億44百万円)となり、さらに四半

期純損失は７億88百万円(前年同期は四半期純利益６億75百万円)となりました。　

　

事業の種類別セグメントの業績につきましては、当社グループの全セグメントの売上高の合計に占め

る「スティショナリー用品」の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。

　

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

(日本)

世界同時不況の中、国内市場は大幅な景気減速の影響を受け、また円高の影響もあり、海外市場の需

要も低迷し、売上高は77億17百万円、営業損失は５億73百万円となりました。

(米州)

米国におきましては、景気減速に伴い流通在庫の調整が続き収益が圧迫されましたが、ブラジルにお

ける連結子会社の業績が寄与し、売上高は33億32百万円、営業利益は８百万円となりました。

(欧州)

欧州市場におきましては、世界的な景気低迷の中でも、一部地域での値上げも功を奏し、比較的堅調

に推移いたしました。売上高は29億73百万円、営業利益は68百万円となりました。

(その他の地域)

アジア等におきましては、円高による仕入原価の高騰により収益率が悪化したことが大きく影響し、

売上高は10億43百万円、営業損失は18百万円となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況
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当第１四半期会計期間末の現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）は、前連結会計年度末

に比べ、20億67百万円増加し、65億79百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果使用した資金は、51百万円となりました。これは主として、売上債権の減少額24億42

百万円、たな卸資産の増加額９億41百万円、仕入債務の減少額７億88百万円、法人税等の支払額３億93

百万円、税金等調整前四半期純損失３億82百万円によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、11億32百万円となりました。これは主として、有形固定資産の取得

による支出11億19百万円によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果得られた資金は、30億57百万円となりました。これは主として、短期借入金の純増加

額26億98百万円、長期借入れによる収入12億円によるものです。 

　

(3) 事業上及び財政上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

　当社は、平成20年２月25日開催の当社取締役会において、下記１．の基本方針を決定するとともに、かか

る基本方針を踏まえた、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支

配されることを防止するための取組みを、下記２．のとおり決定いたしました。 

１．基本方針の内容 

　当社は、当社の企業価値の源泉が、当社グループが永年に亘って培ってきた経営資源に存することに鑑

み、特定の者又はグループが当社の総議決権の20％以上の議決権を有する株式を取得することにより、当

社グループの企業価値又は株主の皆様の共同の利益が毀損されるおそれが存する場合には、かかる特定

の者又はグループは、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令及

び定款によって許容される限度において当社グループの企業価値又は株主の皆様の共同の利益の確保・

向上のための相当な措置を講じることを、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関

する基本方針といたします。 

２．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み 

　当社は、平成20年３月28日開催の当社第６期定時株主総会において、株主の皆様に、当社株式の大規模買

付行為に関する対応方針（以下、「本プラン」といいます。）をご承認いただき本プランを導入いたしま

した。

　本プランは、大規模買付者に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供及び考慮・交渉の

ための期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切

に判断されること、当社取締役会が独立委員会の勧告を受けて当該大規模買付行為に対する賛否の意見

又は代替案を株主の皆様に対して提示すること、あるいは、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行

うこと等を可能とし、もって当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益の確保・向上を目的として、導

入されたものです。

　本プランの詳細につきましては、当社ホームページに掲載の「当社株式の大規模買付行為に関する対応

方針（買収防衛策）の導入に関するお知らせ」の本文をご覧ください。 
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（参考URL http://www.pilot.co.jp/ir/library/）

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は291百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 900,000

計 900,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年５月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 234,072 234,072

東京証券取引所
市場第１部
大阪証券取引所
市場第１部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。単元株制度を採用して
いないため、単元株式数はあ
りません。

計 234,072 234,072 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく定時株主総会決議による新株予約権

の状況は次のとおりであります。

(平成16年３月30日定時株主総会決議)

　
第１四半期会計期間末現在
(平成21年３月31日)

新株予約権の数 　 404個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 　2,020株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり　71,330円

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日
至　平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

株式の発行価格　71,330円
資本組入額　　　35,665円

新株予約権の行使の条件

(ア)各新株予約権の一部行使はできるものとする。

(イ)新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は

重要な子会社の取締役、監査役及び執行役員その他

の係長相当以上の従業員の地位にあることを要す

る。ただし、当社又は重要な子会社の取締役、監査役

及び執行役員その他の係長相当以上の従業員を任期

満了により、もしくは法令変更に伴い退任した場合、

又は定年等その他正当な理由により退職した場合

は、なおその後も権利を行使することができる。

(ウ)新株予約権の質入・相続その他の処分は認めな

い。

(エ)その他の条件は、平成16年３月30日開催の当社第

２期定時株主総会決議及び新株予約権発行の当社取

締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当てを

受ける者との間で締結した「新株予約権割当契約」

に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の事前の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

―

(注)　当社は、平成19年12月10日開催の取締役決議に基づき、平成20年１月１日付で１株を５株とする株式分割を行って

おります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年１月１日～
平成21年３月31日

─ 234,072 ─ 2,340 ─ 10,005
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(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主が把握できず、記載することができま

せんので、直前の基準日である平成20年12月31日現在の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 3,297

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 230,775
　

230,775 同上

発行済株式総数 234,072 ― ―

総株主の議決権 ― 230,775 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社パイロット
コーポレーション

中央区京橋２丁目６－21 3,297 ─ 3,297 1.41

計 ― 3,297 ─ 3,297 1.41

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月 ２月 ３月

最高(円) 145,300132,000129,400

最低(円) 115,300102,900103,100

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第１四半期連結会計期間(平成21年１月１日から平成21年３月31日まで)については、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第

50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用してお

ります。 

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成21年１月１

日から平成21年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、アーク監査法人により四半期レビュー

を受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年3月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,804 4,734

受取手形及び売掛金 15,538 17,580

商品及び製品 13,287 14,702

仕掛品 3,931 1,155

原材料及び貯蔵品 1,791 1,532

繰延税金資産 1,223 1,479

その他 2,530 2,404

貸倒引当金 △420 △550

流動資産合計 44,688 43,038

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 17,047 16,968

減価償却累計額 △9,951 △9,745

建物及び構築物（純額） 7,095 7,222

機械装置及び運搬具 23,421 23,127

減価償却累計額 △19,736 △19,327

機械装置及び運搬具（純額） 3,684 3,799

工具、器具及び備品 14,158 13,910

減価償却累計額 △12,568 △12,298

工具、器具及び備品（純額） 1,590 1,612

その他 205 －

減価償却累計額 △129 －

その他（純額） 75 －

土地 7,006 6,831

建設仮勘定 2,299 1,517

有形固定資産合計 21,750 20,982

無形固定資産

借地権 4,545 4,545

その他 338 350

無形固定資産合計 4,883 4,895

投資その他の資産

投資有価証券 3,583 4,046

繰延税金資産 235 95

前払年金費用 1,835 1,751

その他 799 806

貸倒引当金 △162 △177

投資その他の資産合計 6,291 6,522

固定資産合計 32,925 32,400

資産合計 77,614 75,439

EDINET提出書類

株式会社パイロットコーポレーション(E02466)

四半期報告書

13/26



(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年3月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,376 12,985

短期借入金 9,338 6,397

1年内返済予定の長期借入金 2,492 2,366

1年内償還予定の社債 － 50

未払法人税等 267 605

未払費用 2,135 2,176

繰延税金負債 29 7

返品調整引当金 105 94

賞与引当金 680 476

役員賞与引当金 88 33

事業構造改善引当金 71 133

設備関係支払手形 1,306 1,384

その他 1,421 1,818

流動負債合計 30,315 28,530

固定負債

長期借入金 16,553 16,051

繰延税金負債 311 344

退職給付引当金 825 718

役員退職慰労引当金 135 194

負ののれん 1,528 1,558

その他 327 351

固定負債合計 19,682 19,219

負債合計 49,997 47,749

純資産の部

株主資本

資本金 2,340 2,340

資本剰余金 8,831 8,831

利益剰余金 20,259 21,126

自己株式 △230 △232

株主資本合計 31,201 32,065

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △241 △44

繰延ヘッジ損益 △14 10

為替換算調整勘定 △3,993 △4,994

評価・換算差額等合計 △4,250 △5,028

少数株主持分 665 653

純資産合計 27,616 27,690

負債純資産合計 77,614 75,439
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（２）【四半期連結損益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高 15,066

売上原価 9,134

売上総利益 5,931

販売費及び一般管理費 ※１
 6,089

営業損失（△） △157

営業外収益

受取利息 73

負ののれん償却額 30

為替差益 2

その他 59

営業外収益合計 165

営業外費用

支払利息 124

退職給付会計基準変更時差異の処理額 144

その他 29

営業外費用合計 298

経常損失（△） △290

特別利益

固定資産売却益 0

貸倒引当金戻入額 89

特別利益合計 90

特別損失

固定資産除却損 1

投資有価証券評価損 134

関係会社株式評価損 1

事業構造改善費用 ※２
 44

特別損失合計 181

税金等調整前四半期純損失（△） △382

法人税等 ※３
 408

少数株主損失（△） △1

四半期純損失（△） △788
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △382

減価償却費 625

のれん償却額 2

負ののれん償却額 △30

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 50

貸倒引当金の増減額（△は減少） △177

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △30

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14

受取利息及び受取配当金 △73

支払利息 124

固定資産売却損益（△は益） △0

固定資産除却損 1

投資有価証券評価損益（△は益） 134

関係会社株式評価損 1

売上債権の増減額（△は増加） 2,442

たな卸資産の増減額（△は増加） △941

仕入債務の増減額（△は減少） △788

その他 △598

小計 374

利息及び配当金の受取額 73

利息の支払額 △106

法人税等の支払額 △393

営業活動によるキャッシュ・フロー △51

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,119

有形固定資産の売却による収入 2

無形固定資産の取得による支出 △16

貸付金の回収による収入 1

その他 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,132

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,698

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2

長期借入れによる収入 1,200

長期借入金の返済による支出 △572

社債の償還による支出 △50

自己株式の売却による収入 2

配当金の支払額 △219

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,057

現金及び現金同等物に係る換算差額 194

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,067

現金及び現金同等物の期首残高 4,512

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,579
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

１　会計処理基準に関する事項の変更

（１）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

　当社及び国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準及び評価方法については、原則と

して移動平均法による原価法から、原則として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。 

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間における売上総利益が185百万円減少

し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失がそれぞれ同額増加しております。

　また、当社及び国内連結子会社は、上記「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用するのを契機に、当社グ

ループの会計方針の見直しを行い、従来、営業外費用にて計上しておりました棚卸廃棄損及び棚卸評価損を、当

第１四半期連結会計期間から売上原価として処理する方法に変更いたしました。 

　この結果、従来の方法によった場合と比べて、当第１四半期連結累計期間における売上総利益が200百万円減少

し、営業損失が同額増加しております。 

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

（２）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

　当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用し、連結決算上必要な修正を行っ

ております。 

　これにより、当第１四半期連結累計期間の売上総利益は164百万円減少し、経常損失は15百万円減少、また、税金

等調整前四半期純損失は19百万円増加しております。また、期首剰余金が152百万円増加しております。 

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

 

（３）リース取引に関する会計基準の適用

当社及び国内連結子会社は、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）平成19年

３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用すること

ができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準を適用し、通常の売買取引

に係る会計処理によっております。なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用してお

ります。また、借主側の所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

　これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失への影響はありません。 
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【簡便な会計処理】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

一部の連結子会社において、当第１四半期連結会計期間末の一般債権の貸倒見積高算定に関しては、貸倒実績

率に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定してお

ります。 

２　棚卸資産の評価方法

一部の連結子会社において、当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前

連結会計年度末の実地棚卸残高に基づき、合理的方法により算定する方法によっております。 

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。 

３　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法、あるいは繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降

に経営環境等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合に、前連結会計年度決算において使

用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法等を

適用しております。 

４　固定資産の減価償却費の算定方法 

当社及び主な連結子会社は、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法を採用しております。 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

１　税金費用の計算

主な連結子会社は、税金費用については、第１四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に

対する税効果適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算して

おります。ただし、当該実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる会社について

は、重要な加減算項目を加味し、法定実効税率を使用して計算しております。 

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

（有形固定資産の償却方法の変更） 

　当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、機械装置につい

ては、改正後の法人税法に基づく耐用年数による償却方法に変更しております。 

　これにより前連結会計年度と同一の方法によった場合と比べ、営業損失、経常損失、税金等調整前四半期純損失

が、それぞれ23百万円増加しております。　 

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年3月31日)

前連結会計年度末
(平成20年12月31日)

　 受取手形割引高 105百万円
　

　 受取手形割引高 174百万円
　

　

(四半期連結損益計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は下記のとおりであります。

　 　広告宣伝費 1,087百万円

　 　運賃荷造費   567

　 　給与手当 1,634

　 　賞与    24

　 　賞与引当金繰入額   288

　 　貸倒引当金繰入額    34

　 　退職給付費用 　128

　 　減価償却費   157

　  研究開発費   291

 
※２　事業構造改善費用は、国内生産体制の再編に伴う諸費用、および在外連結子会社における事業再
　　　編に伴う退職費用等であります。
 
※３　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
 
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
　至　平成21年３月31日)

　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
 

現金及び預金勘定 6,804百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △225

現金及び現金同等物 6,579百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日

　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 234,072

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,257

　

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年２月16日
取締役会

普通株式 230,775 1,000平成20年12月31日 平成21年３月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　

　　　該当事項はありません。

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(リース取引関係)

リース取引の当第１四半期連結会計期間末における残高は、前連結会計年度末日と比較して著しい

変動が認められないため、開示を省略しております。なお、リース取引開始日が「リース取引に関する

会計基準」適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較し

て著しい変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

ストック・オプションを付与しておりますが、四半期連結財務諸表への影響がないため、記載を省略

しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　　当第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至 平成21年３月31日)

事業の種類として「スティショナリー用品」及び「その他」に区分しておりますが、当第１四半期

連結累計期間については、全セグメントの売上高の合計額及び営業利益の金額の合計額に占める「ス

ティショナリー用品」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。

　

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　
日本
(百万円)

米州
(百万円)

欧州
(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

7,717 3,332 2,973 1,04315,066 ─ 15,066

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

4,357 ─ ─ ─ 4,357(4,357) ─

計 12,0743,332 2,973 1,04319,423(4,357)15,066

　　営業利益または
　　営業損失（△）

△573 8 68 △18 △513 356 △157

（注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。
　　　２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域
　　　　　(1) 米州………北米、中南米
　　　　　(2) 欧州………欧州
　　　　　(3) その他の地域………アジア、中近東、アフリカ

３．会計処理基準に関する事項の変更
（１）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用
当社及び国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準及び評価方法については、原則
として移動平均法による原価法から、原則として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。 
　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間の営業損失は、日本で185百万円増
加しております。 
　また、当社及び国内連結子会社は、上記「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用するのを契機に、当社グ
ループの会計方針の見直しを行い、従来、営業外費用にて計上しておりました棚卸廃棄損及び棚卸評価損を、
当第１四半期連結会計期間から売上原価として処理する方法に変更いたしました。 
　この結果、従来の方法によった場合と比べて、当第１四半期連結累計期間の営業損失は、日本で200百万円増
加しております。 
（２）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用
当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用し、連結決算上必要な修正を
行っております。 
　これにより、当第１四半期連結累計期間の売上高は、欧州で164百万円減少しておりますが、営業損失への影
響は軽微であります。

４．有形固定資産の償却方法の変更
当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、機械装置

については、改正後の法人税法に基づく耐用年数による償却方法に変更しております。 
　これにより前連結会計年度と同一の方法によった場合と比べ、当第１四半期連結累計期間の営業損失は、日
本で23百万円増加しております。
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【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　 米州 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 3,587 2,944 1,456 354 8,342

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 15,066

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

23.8 19.5 9.7 2.4 55.4

（注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。
　　　２．各区分に属する主な国又は地域
　　　　　(1) 米州………北米、中南米
　　　　　(2) 欧州………欧州
　　　　　(3) アジア………アジア
　　　　　(4) その他の地域………中近東、アフリカ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
４．連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用
　　　当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱
い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用し、連結決算上必要な修正を
行っております。これにより、当第１四半期連結累計期間の売上高は、欧州で164百万円減少しております。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末
(平成20年12月31日)

１株当たり純資産額 116,763.79円

　

１株当たり純資産額 117,155.96円

　

　

２　１株当たり四半期純損失

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
　至　平成21年３月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △3,416.95円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜
在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であ
るため、記載しておりません。
 

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は以下の通りであります。

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
　至　平成21年３月31日)

四半期純損失（△）（百万円） △788

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △788

普通株式の期中平均株式数(株) 230,806.67

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

第７期（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで）期末配当については、平成21年２月16日開催の

取締役会において、平成20年12月31日を基準日として、次のとおり期末配当を行うことを決議いたしまし

た。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　 　　　　230,775千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　 　　　　1,000円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成21年３月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年５月14日

株式会社パイロットコーポレーション

取締役会　御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　　赤荻　　隆　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　　新井　盛司　　印
　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社パイロットコーポレーションの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半

期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社パイロットコーポレーション及び連

結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　

追記情報 

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当第１四

半期連結会計期間より、棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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